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食事提供体制加算の算定要件に係る義務化事項（令和６年 10月） 

開始に伴う体制等の確認について（依頼） 

 

日頃は県内の障がい福祉施策の推進にご尽力賜り、厚く御礼申し上げます。 

このことについて、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、食事提供体制加算

の算定要件が見直され、その要件の一部については、令和６年 10月から義務化が開始され

ます。 

つきましては、令和６年 10月以降、食事提供体制加算を算定する場合には、下記の要件

をすべて満たしていることが必要になりますので、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係

る献立を確認する体制が整備されていることを確認願います。 

体制を整備できない場合、食事提供体制加算を算定できませんので、令和６年 10月１日

付で食事提供体制加算を「なし」とする、体制等に関する届出書を提出してください。 

記 

１ 食事提供体制加算の概要  

食事提供体制加算については、令和６年３月31日までの経過措置とされていましたが、

食事提供時における栄養面での配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす場合に算定

可能としたうえで、令和９年３月31日まで経過措置が延長されることとなりました。 

各事業所等においては、要件をご確認のうえ、適切に運用していただきますようお願い

いたします。詳細につきましては、厚生労働省ホームページより、報酬算定告示及び留意

事項通知等をご確認ください。  

※令和６年度障害福祉サービス等報酬改定について（厚生労働省ホームページ）  

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00009.html） 

≪食事提供体制加算の見直し≫  

通所系：30単位/日 短期入所、宿泊型自立訓練：48単位/日。  

〔令和６年４月１日以降〕  

収入が一定の額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万円未満）の利用者

に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用して、次の①～③のいずれにも適合す

る食事の提供を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。  

① 管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（（外部委託可）又は、栄養ケア・ステーシ

ョン若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面について確認した献立であること。  

② 利用者ごとの摂食量を記載していること。  

③ 利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること。 

① の要件について、令和６年１０月から義務化されます。 

 

 

 



 

２ 体制等に関する届出書の様式について 

  食事提供体制加算の算定を「なし」に変更する事業所については下記書類を届出くださ

い。 

  ※加算区分に変更がない事業所については届出いただく必要はありません。 

 ・体制様式（届出書） 

 ・体制様式（総括表） 

 〇岐阜県ホームページ 

トップページ > 分類でさがす > 子ども・女性・医療・福祉 > 障がい者 > 法令・計画等 > 

申請・様式集（障害者総合支援法関係）>3.介護給付費等算定に係る体制届様式 

＜URL＞ https://www.pref.gifu.lg.jp/page/578.html 
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